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はしがき 

 

卒業論文を執筆し終えて、安堵と反省が残っている。無事に卒業論文を執筆することが

できた安堵と、自身の能力に対する反省である。 

 

私は高校時代に卒業論文を執筆した経験があり、卒業論文執筆の苦悩と達成感を知って

いる。早稲田大学商学部は、卒業論文の提出は卒業要件に入っていないため、執筆する・

しないは各自で決めることができる。高校で卒業論文執筆の苦悩と達成感を知っている私

は、ゼミ選びに苦戦した。周囲の意見も聞きつつ、やっぱり自分は学びたいことを学んで、

卒業論文をしっかりと書けるゼミに入ろうと決断した。 

実際に執筆が始まり、1 人でコツコツ続ける努力は辛いと感じる上に、就職活動と時期

が重なり、投げ出したくなったときもあった。しかし、自身が選択したことだから責任を

持たなければいけないという一心で執筆することができ、強い安堵を感じた。それに対し、

執筆中は自身の能力の低さに心底落胆した。論理展開、情報の取捨選択、当たり前のこと

が非常に難しく感じ、高校時代とは比にならないくらい苦戦した。ある意味、卒業論文は

自身と向き合い、自身の強み・弱みを知るための良い機会になったと思う。私自身は、こ

れを成長と捉えて今後活かしていきたい。 

 

谷本ゼミの 2年間は、たくさんの学びと喜びを感じることができた。3年生の春学期は、

同じ班のメンバーと共に、大学で夜遅くまで教科書や文献を読み、自宅でタスクをこなす

毎日で、今思い返せば、大変な生活を送っていたが、この経験があったからこそ、数々の

プロジェクト研究を無事に終えることができたと思う。秋学期になると、春学期の知識を

使って、早稲田祭、二大学、SHMT（ステイクホルダーミーティング）という 3つのプロジ

ェクト研究を同期主体で完遂させる難しさを痛感した。私は早稲田祭の主担当として、プ

ロジェクト研究を進めたが、不安と焦りでいっぱいだったが、心優しい先輩・同期に助け

られて無事に発表し、論文にすることができた。 

 4 年生になり、卒業論文が始まり、夏プロも先輩として後輩を引っ張っていく立場とな

った。自分 1人の卒業論文でさえ、手一杯の中、本当に先輩として後輩たちを引っ張って

いけるのか不安であった。しかし、夏プロが本格化していく中で、優秀な同期と一生懸命

な後輩とともに活動することで、台湾合宿では良い発表や討論ができたと実感している。 

 

そんな私の卒業論文のテーマは「人的資本経営」である。このテーマに至った背景は 2

つある。1つ目は、高校時代に執筆したいと思っていた「ダイバーシティ」を扱って、深く

調べていきたいと考えたことがきっかけである。谷本ゼミに入ゼミしたきっかけの１つで

もある「ダイバーシティ」を扱えるテーマとして「人」に着目した。2つ目は、2年間の学

びの中で企業（特に日本企業）の CSRにおいて、最も重要なのは、実際に思考して行動す

る「人」なのではないかと自身の中で漠然と思っていたためだ。 

 そして卒業論文のテーマを決める際、悩んだ末に「人的資本経営」について調べること

にした。広く調べていくと、日本企業の「人的資本経営」に対する認識や、経営層と従業

員とのギャップ、海外と比較したときに大きな遅れをとっていることが読み取れた。本論



 

 

文では、「人的資本経営」という大きなテーマであることや、国や大企業を中心とした論理

展開であるため、インタビューやアンケートを取ることはできなかったが、過去の文献や

調査を踏まえて、独自の視点で論じることを１つの目標として執筆した。この論文はそん

な小さく新しいきっかけを与えることができたら嬉しいと思う。 

 改めて、谷本先生、優しい先輩方、信頼のおける同期、頼もしい後輩たちをはじめとし

た多くの方々のおかげで、約 2年間のゼミ活動に取り組むことができたと感じている。本

当にありがとうございました。 

 

2024 年 12 月 13 日 

黑沢のはな 
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第 1章 持続可能な企業価値を高める人的資本 

第 1節 持続可能な社会における人材への投資 

 持続可能な社会とはなんだろうか。本論文のテーマの中には、「持続可能な企業経営」と

いう言葉がある。経営学の中での「持続可能」は複数の捉え方があり、ここでは、本論文

における「持続可能な企業経営」の定義について考えていく。谷本（2020）の『企業と社

会』によると、以下のように述べている。 

 

①社会的に責任ある経営：経営プロセスに環境・社会への配慮を組み込む 

（企業経営のあり方そのものを問い直し、社会的に責任のあるサステナブルな経営

を行うこと。）（87 ページ） 

②社会的課題への取り組み：１）社会的事業、２）フィランソロピー活動 

（社会的課題に社会的事業あるいはフィランソロピー活動を通して取り組み、持続

可能な発展に貢献すること。）（87 ページ） 

 

これに加え、本書では経営学の領域における持続可能性（サステナビリティ）の時代によ

る前提の変化についても言及している。 

 

これまでの経営学の領域において持続可能性（サステナビリティ）と言えば、個々

の企業にとって持続可能な成長をもたらすように「持続可能な競争優位性」

（sustainable competitive advantage）をいかに勝ち取るか、と理解されてきた。そこで

は企業行動がもたらす環境・社会への影響を考慮するという発想はなかった。（中略）

サステナビリティ革命の時代にあって、株主価値は、経済・環境・社会をトータル

に捉える視点がなければ達成されないし、社会的・環境的課題の解決に貢献するイ

ノベーションを創出していくことが新しい価値を生み出すことも理解され始めてい

る。（88 ページ） 

 

以上より、本論文で扱う「持続可能な企業経営」とは、「経営プロセスに環境・社会への

配慮を組み込む」要素を含んだ企業経営のことであると定め、経営学の領域における「持

続可能な競争優位性」とは目的が異なることを明記したい。 

 次に、人材への投資がどのくらい重要性を増しているのかについて触れておく。内閣官

房（2022）の日本の上場企業の CFOに対するアンケート調査では、企業価値に大きな影響

を与えると考えるサステナビリティ関連課題は「人的資本の開発・活用」が 77％と最も高

い結果となっている。図表１－１は、その結果を示したものである。さらに、投資家に向

けたアンケート調査によると、中長期的な投資・財務戦略において着目する情報としては、

「人材投資」の割合が 67.3％と高い結果となった。また、着目する理由としては、「企業の

将来性が期待できるから」が 58.3％であると明らかになった（内閣官房 2022、6,7 ページ

参照）。これらの調査結果を踏まえると、企業や投資家にとって、人材が資本として重要性

を高めていることが推測できる。 
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図表１－１ 企業が重視するサステナビリティ関連課題 

 

出所：内閣官房（2022）p.9 より。 

 

 国際的な動向としては、国際標準化機構の「人的資本の情報開示に関する国際的なガイ

ドライン（ISO30414）（2018）」や、米国証券取引委員会（SEC）の Regulation S-K（非財務

情報に関する規則）の改正（2020）、アメリカの人的資本開示の法制化（2021）、英国財務

報告評議会（FRC）の人的資本に関する報告書（2020）があり、このような海外の動向を

受け、国内では、東京証券取引所による 2021 年の「コーポレートガバナンス・コード」の

改訂、金融庁による 2022 年の「ディスクロージャーワーキング・グループ」報告や、内閣

官房の「人的資本可視化指針（2022）」、経済産業省の人的資本経営の実現に向けた検討会

による「人材版伊藤レポート 2.0」が公表された。国内外の動向を踏まえると、人的資本経

営への関心は高まっていると言えるだろう。 

 このような動向だけでなく、谷本ゼミでの活動の中で、持続可能な社会において企業が

責任ある行動をするためには、高い技術力や経済力ではなく、人材が重要な要素になると

実感した。人材の知識や経験が、企業の最終的な方向性を決定づけると考える。そのため、

企業の根幹である「人的資本」に着目し、現在の日本企業の現状を知り、今後日本企業は

人的資本に対してどのように対応していくべきなのかという漠然とした考えから、本論文

の執筆テーマとした。第 2章でも扱っているように、日本の人的資本に関する意識は海外

に比べて遅れていると考えられ、第 3章で述べているように課題も多くある。そんな中で、

日本企業が主体的に人的資本に向き合うために必要な取り組みについて考察していくこと

とする。 

本論文では、以上を踏まえ、日本企業が持続可能な人的資本経営の推進に向けて必要な

取り組みとは何かを明らかにする。 

 

第 2節 本論文の構成 

 本論文は 5 つの章によって構成される。第 1 章では、本論文のテーマである「持続可能

な企業経営」の定義の確認や、「人材」の投資についての各ステイクホルダーの意向につい

て述べていくことで、本論文の方向性を提示していく。第 2 章では、本論文の最大の軸と

なる「人的資本経営」について、人的資本の概念の変遷や、国内・海外の動向を踏まえて、

人的資本経営が求められている背景を調査し、論じていく。第 3 章では、経済産業省が 2022

年に報告した「人的資本経営に関する調査 集計結果」の概要と結果を踏まえ、日本企業が

人的資本経営を具体的に実行に移す上での課題を明確にし、その課題に対して、解決策を
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考え、明示する。第 4 章では、その解決策に着目し、現状を調査することで、日本企業が

人的資本経営を進めていく上で、何が問題となっているのか考えていく。第 5章では、第

4 章で洗い出した問題点について論じることとし、最終的に日本の人的資本経営に有効性

を持たせるためには、どういった対策や取り組みが必要なのかを考察していく。 
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第 2章 人的資本経営とはなにか 

第 1節 人的資本 

 まず、本論文のテーマである「人的資本経営」について、人的資本という観点から考え

ていく。人的資本の概念については、シュルツの教育と経済発展に関する研究（Schultz,1961）

や、ハーマンソンの会計学の研究（Hermanson,1964）によって始まり、60 年以上にわたり

広く議論され続けている（一守 2022、1 ページ参照）。一守（2022）によると、シュルツは、

人々が技術や知識の習得によって、健康管理にお金を使うことを人という資本への投資と

し、これが労働者 1 人当たりの所得の上昇を促すと主張し、ハーマンソンは企業内の財務

諸表上に現れない資産（人・ブランド・顧客）を測定するための人的資本会計という人的

資本の価値を測定する会計モデルを発表したと述べている。企業経営の歴史を振り返ると、

企業経営は「戦略が先か、組織が先か」という長年の議論があったが、1997年にマッキン

ゼーが、自身の著書である『ウォー・フォー・タレント』で「『企業が人を選ぶのではなく、

人が企業を選ぶ時代だ』」（EY新日本有限責任監査法人・EYストラテジー・アンド・コンサ

ルティング株式会社 2023、22 ページ）と宣言して以来、現代は人材が戦略を主導する流れ

になったと考えられている（EY新日本有限責任監査法人・EYストラテジー・アンド・コン

サルティング株式会社 2023、22 ページ参照）。EY新日本有限責任監査法人・EYストラテジ

ー・アンド・コンサルティング株式会社（2023）は、人的資源から人的資本への転換につ

いて以下のように述べている。 

 

   端的にいえば事業環境変化によって、これまでのヒューマンリソース（均一的な労

動力としての人材）からヒューマンキャピタル（知的労働の源泉としての個人、す

なわち人財）へと捉え方が変化したといえます。（中略）かつての戦略→組織→人材

という流れで経営がなされていた時代から、人財（人的資本）が最初の起点でその

先に組織や戦略を作るという時代に移行したともいえます（EY新日本有限責任監査

法人・EYストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社 2023、23 ページ）。 

 

 つまり、人的資本という概念は 60年以上という長い年月の中で、議論され続け、企業経

営の歴史とともに常に変化し続けていると考えられる。 

人的資本の定義について、一守（2022）は、アダム・スミスの考え方から始まったとさ

れており、主要なものだけでも数多くのものが存在すると考えられていると述べている。

以下は、人的資本の定義を表にしたものである。 

 

図表２－１ 人的資本の定義（ミクロ・レベル） 

人的資本の定義 代表的な研究 

個人の知識、情報、アイデア、スキル、健

康 

Becker,1975 

従業員のスキル、判断力、知性など Barney&Wright,1998 

従業員のスキル、一般知識、専門知識 Skkaggs&Youndt,2004 

企業の従業員や管理職が有する、目前の課 Dess&Picken,1999 
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題解決に役立つ能力、知識、技能、経験、

および学習を通じて自分を高める能力 

課題や目標を達成するためのノウハウ、知

恵、専門知識、スキル、直観力、革新性、

能力の組み合わせ、価値観、文化、哲学 

Malhotra,2000 

従業員が企業にもたらす価値創造のため

のスキル、コンピテンシー、才能、属性の

すべてを包含するもの 

Juanita&Harry,2004 

出所：一守（2022）、p.18 より。 

 

図表２－２ 人的資本の定義（マクロ・レベル） 

人的資本の定義 代表的な研究 

従業員が組織を通じて得た経験、教育、ス

キルの集合体であり、組織の持続可能な競

争優位を達成するために活用できる資源 

Penrose,1959,Barney,1991 

組織の公式なレポートライン、公式・非公

式の計画、ガバナンス体制、および企業内

のグループ間の非公式な関係、企業とその

環境の関係などが含まれる組織的な資源 

Tomer,1987 

組織の持続的な競争優位の源泉となる一

連の資源（人的資本のスキル、従業員のコ

ミットメント、文化、チームワークなど） 

Barney&Wright,1998 

知識、スキル、能力、組織の構造、業務プ

ロセス、インフォーマルな組織、文化、マ

インド 

Sveiby,2001 

人事慣行と企業業績をつなげるものであ

り、大部分が標準化されておらず、暗黙的、

動的、文脈依存的であり、人々によって具

現化されるもの 

Elias&Scarbrough,2004 

出所：一守（2022）、p.19 より。 

 

 さらに、内閣官房非財務情報可視化研究会（2022）によると、人的資本とは「人材が、

教育や研修、日々の業務を通じて自己の能力や経験、意欲を向上・蓄積することで付加価

値創造に資する存在であり、事業環境の変化、経営戦略の転換にともない内外から登用・

確保するものであることなど、価値を創造する源泉である『資本』としての性質を有する

ことに着目した表現」（1 ページ）と定義されている。OECD（経済協力開発機構）（2001）

では、“The knowledge,skills,competencies and attributes embodied in individuals that facilitate the 

creation of personal, social and economic well-being.”（p.18）と明記しており、野村総合研究所

は、「個人的、社会的、経済的厚生の創出に寄与する知識、技能、能力及び属性で、個々人
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に備わったもの1」と訳している。 

 図表２－１、２－２からもわかるように現段階では、人的資本の解釈はさまざまであり、

明確な定義はされていない。このような現状を踏まえ、本論文では、図表２－１、２－２

のミクロ・レベル、マクロ・レベルの視点が含まれている内閣官房非財務情報可視化研究

会の定義（以下）を本論文における人的資本の定義とし、以下に示す。 

 

人材が、教育や研修、日々の業務を通じて自己の能力や経験、意欲を向上・蓄積す

ることで付加価値創造に資する存在であり、事業環境の変化、経営戦略の転換にと

もない内外から登用・確保するものであることなど、価値を創造する源泉である『資

本』としての性質を有することに着目した表現（1 ページ） 

 

第 2節 人的資本経営 

 第 1 節では、「人的資本」についての定義の変遷を調査した。本節では、「人的資本経営」

とはなにかについて調査していくこととする。経済産業省によると、人的資本経営とは「「人

材を『資本』として捉え、その価値を最大限に引き出すことで、中長期的な企業価値向上

につなげる経営のあり方2」と定められている。本論文では、第 4 節で扱う「人材版伊藤レ

ポート」や経済産業省による「人的資本経営に関する調査」を扱うため、経済産業省が公

表している人的資本経営の定義を用いることとする。 

 人的資本経営を調査する上で、いくつかの理論や概念に触れておく。本論文では、一守

（2022）を参照し、資源ベース理論、AMOフレームワーク、社会的交換理論、KSAOにつ

いてまとめることとする。 

 1 つ目は、資源ベース理論（RBV=Resource Based View）である。資源ベース理論とは「人

的資本のような価値ある資源が企業間で不均一に配分されることで、企業間に業績の差が

生じるという考え方」（一守 2022、37 ページ）であり、ワーナーフェルト（Wernerfelt,1984）

が発端として確立し、他の研究社によって確立され、バーニー（Barney,1991）が持続可能

な競争優位性を生み出すために必要な特性を明らかにしたことによって、理論が定着した

と考えられている（一守 2022、37,38 ページ参照）。この理論によると、「人的資本が企業

にとって価値があり、希少で他にまねされず、他のものに替えることができない時、人的

資本は競争優位の源泉となり、そのような資源を持たない競争相手を上回る業績をあげる

ことができるといいます（Barney & Wright,1998; Wright et al., 1994）」（一守 2022、38 ペー

ジ）。さらに、彼らは「VRIO フレームワーク」を考案した。以下は、VRIO フレームワー

クの詳細を示している。 

 

   1．経済価値に関する問い 

    その企業の保有する経営資源やケイパビリティは、その企業が外部環境における

脅威や機会に適応することを可能にするか。 

   2．稀少性に関する問い 

    その経営資源を現在コントロールしているのは、ごく少数の競合企業だろうか。 

   3．模倣困難性に関する問い 

    その経営資源を保有していない企業は、その経営資源を獲得あるいは開発する際
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にコスト上の不利に直面するだろうか。 

   4．組織に関する問い 

    企業が保有する、価値があり稀少で模倣コストの大きい経営資源を活用するため

に、組織的な方針や手続きが整っているだろうか。 

   （ジェイ・B・バーニー2003、250 ページ） 

 

 2 つ目は、AMO（Ability, Motivation, Opportunity）フレームワークである。ポクサルとパ

ーセル（Boxall & Purcell, 2003）は、従業員のパフォーマンスは、従業員の能力（Ability）、

動機（Motivation）、機会（Opportunity）の関数であり、効果的な人材マネジメントによって

従業員の能力とモチベーションを高めていくこと、そして参画の機会を与えることで企業

のパフォーマンスの最大化に繋がるという考えを示したとされている（一守 2022、40，41

ページ参照）。このフレームワークは、戦略的人材マネジメントの領域において広く用いら

れている。 

 A（Ability）に関して、個人の能力が個人のパフォーマンスを予測できることは多くの研

究によって明らかになっており、採用での重要性を示しており、M（Motivation）とは、行

動の意志を指し、何かの欲求を満たそうとすることである。O（Opportunity）は、従業員は

機会が与えられることでアイデアを提案し、企業側はそれを活用することで、業績を高め

ることができるという有効性が多くの研究によって示されているという（一守 2022、41,43

ページ参照）。 

 3 つ目は、社会的交換理論である。竹内（2024）の論文によると、社会的交換とは「『何

か 1 つに特定できない、広い意味での将来の義務感を生じさせるような好意（favors）であ

り、（好意に対する）その返報は、相手との交渉によって調整されるものではなく、本人の

自由意思に任されるべきもの』（Blau 1964：93）と定義される」（42 ページ）としている。 

 近年、社会的交換理論が注目されており、これを人材マネジメントに適用すると「企業

が『効果的な人材マネジメント』によって従業員に利益をもたらすと、それを自分にとっ

ての利益であると認知した従業員は企業との関係を維持するために、企業に対して肯定的

な態度や行動で応対」（一守 2022、43 ページ）することができるという。つまり、企業か

ら個人に恩恵を受けていると認識したとき、組織や仕事に対してより積極的な姿勢で行動

することが予想される（竹内 2024、42 ページ参照）。 

 4 つ目は、KSAO3である。KSAOとは、知識（Knowledge）、スキル（Skill）、能力（Abilities）、

その他の属性（Other characteristics）の頭文字であり、その他の属性（O）には、性格やリ

スク許容度、モチベーションが含まれる（一守 2022、49 ページ参照）。職務遂行の上で、

知識（Knowledge）は、必要な情報かつスキルや能力を開発するための基礎となり、スキル

（Skill）は、個人の熟練度とケイパビリティを指す。能力（Abilities）は、必要な永続的な

力であり、自身や周囲の状況を正しく把握し、適切な行動に繋げる認知能力を指す（一守

2022、49,50 ページ参照）。KSAO は「個人の創造性や発明といった個人のパフォーマンス

に対して高い予測力を持つ（Roberts et al., 2006 など）」とされている（一守 2022、49 ペー

ジ） 

 人的資本経営に関する理論や概念を踏まえると、企業経営において「人的資本」がいか

に重要であるかということや、「人的資本」が持つ影響力が明らかであることがわかる。長
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年議論され続けているという点からも「人的資本経営」の難しさが読み取れる。 

白井（2007）は人的資本経営に関して、競争優位という観点から次のように述べている。 

 

人的資本経営では企業がただ何らかの人的資本プールを保有し、社員が存在してい

るというだけでは企業に競争優位をもたらすことにならない。人的資本を形成する

個々の社員が行動を通じて自身のもつ人的価値を企業が進む方向で発揮せねばなら

ない。企業が望ましい行動や能力、経験の積み上げに裏打ちされた実績に対して高

い評価を行い処遇することを人事施策として担保すれば、継続的 HRM 施策を通じ

て社員個々が企業の望む方向で行動することを促進し、さらに人的資本プールを強

化することができる。（4 ページ） 

 

 ここでいう HRMプロセスとは、白井（2007）によると、「ミッション、ビジョン、目的、

目標の定義」「内部/外部環境分析」「人的資本プロファイリング（人的資産の可視化）」「人

材ポートフォリオによる戦略策定」（4,5 ページ）の 5つから構成されるとしており、これ

らの継続的な実施が重要であると述べている。 

 現在は、複雑な人的資本経営もプロセス化されているが、これは競争優位を目的とした

場合であり、本論文では、「持続可能な企業経営」のための人的資本経営のために、日本企

業は何ができるのかを論じていきたい。 

 

第 3節 人的資本経営が求められている背景 

 第 1 節、第 2 節では、「人的資本」「人的資本経営」の議論や概念について触れてきた。

第 3節では、なぜ「人的資本経営」が求められているのかについて海外の動向と国内の動

向をビジネスにおける人権という観点を含め、考えていく。 

 

（1）海外の動向 

 まず、海外でのビジネスにおける人権について調査していく。ビジネスにおける人権に

関する国際的なガイドラインは、OECD の「多国籍企業行動指針（1976）」、国際労働機関

（ILO）の「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言（1977）」、国連グローバル・

コンパクト（1999）、PRI（2005）、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則（2011）」、OECD

の「責任ある企業行動のためのデュー・デリジェンス・ガイダンス（2018）」が存在する。 

以下は、各機関・ガイドラインの詳細を簡単に説明したものである。 

 

・OECD「多国籍企業行動指針（1976）」 

 1976 年に企業に対して期待される責任ある行動を自主的にとるよう勧告するために策

定された。「行動指針」は世界の経済発展や企業の変化に合わせ、6 回の改訂が行われてい

る。「行動指針」には、法的な拘束力は存在しないが、一般方針、情報開示、人権、雇用及

び労使関係、環境、贈賄及びその他の形態の腐敗の防止、消費者利益、科学、技術及びイ

ノベーション、競争、納税等の分野で原則と基準を定めている。2023 年の改訂では、サプ

ライチェーンの下流へのデュー・デリジェンスの適用範囲を明確にするほか、気候変動や

生物多様性に関する国際的な目標との整合性を図ることなどが記載された。2023 の改訂を



9 

 

受け、名称が「責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針」に変更された4。 

 

・国際労働機関（ILO）「多国籍企業及び社会政策に関する原則の三者宣言（1977）」 

 主として、ILO 条約・勧告に盛り込まれている原則に基づき、雇用、訓練、労働条件・

生活条件、労使関係等に関して、多国籍企業、政府、使用者団体及び労働者団体に向けて

ガイドラインを提供（国際労働機関（ILO）2024、5 ページ参照）。 

 

・国連グローバル・コンパクト（1999） 

 人権の保護、不当な労働の排除、環境への対応、腐敗の防止に関係する 10 の原則を順

守・実践するよう要請している5。「国連と民間（企業・団体）が手を結び、健全なグローバ

ル社会を築くための世界最大のサステナビリティイニシアチブ6」である。以下の表は 10

原則を示している。 

 

図表２－３ 10 の原則 

（人権） 

原則 1：企業は、国際的に宣言されている人権の保護を支持、尊重すべきである 

原則 2：企業は、自らが人権侵害に加担しないよう確保するべきである 

（労働） 

原則 3：企業は、結社の自由と団体交渉の実効的な承認を支持すべきである 

原則 4：企業は、あらゆる形態の強制労働の撤廃を支持すべきである 

原則 5：企業は、児童労働の実効的な廃止を支持すべきである 

原則 6：企業は、雇用と職業における差別の撤廃を支持すべきである 

（環境） 

原則 7：企業は、環境上の課題に対する予防原則的アプローチを支持すべきである 

原則 8：企業は、環境に関するより大きな責任を率先して引き受けるべきである 

原則 9：企業は、環境に優しい技術の開発と普及を奨励すべきである 

（腐敗防止） 

原則 10：企業は、強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止に取り組むべきである 

出所：国連グローバルコンパクト『国連グローバル・コンパクトの 10 の原則』より。 

 

・PRI（2005） 

国連環境計画・金融イニシアチブ（UNFP FI）と国連グローバル・コンパクトと連携した

投資家イニシアチブであり、PRIのミッションは、「本原則の採用およびその実施の協働を

奨励すること、優良なガバナンス、誠実性、説明責任を促進すること、市場の慣行、構造

および規制の中に存在する持続可能な金融システムにとっての障害に対応することにより、

この持続可能な国際金融システムの達成に尽力」（PRI2021、6 ページ）することである。

以下の表は、6つの原則を示したものである。 
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図表２－４ 6 つの原則 

1 私たちは、投資分析と意思決定のプロセスに ESG の課題を組み込みます 

2 私たちは、活動的な所有者となり所有方針と所有習慣に ESG の課題を組み入れます 

3 私たちは、投資対象の主体に対して ESG の課題について適切な開示を求めます 

4 私たちは、資産運用業界において本原則が受け入れられ実行に移されるように働き

かけを行います 

5 私たちは、本原則を実行する際の効果を高めるために協働します 

6 私たちは、本原則の実行に関する活動状況や進捗状況に関して報告します 

出所：PRI（2021）p.6 より。 

 

・国連「ビジネスと人権に関する指導原則（2011）」 

国連人権理事会において支持された原則であり、ビジネスと人権の関係を、人権を保護

する国家の義務、人権を尊重する企業の責任、救済のアクセスという 3 つの柱に分類。人

権保護の義務を再認識するとともに、企業活動において人権に関する諸権利の尊重責任を

明記している。「人権デュー・デリジェンス」が具体的な方法として規定された7。 

 

図表２－５ 人権デュー・デリジェンス 

人権デュー・ディリジェンス 

17．企業は、人権への悪影響を特定し、予防し、軽減し、対処方法を説明するために、

人権デュー・ディリジェンスを実施するべきである。この手続は、現実の及び潜在

的な人権への影響の評価、調査結果の統合と対処、対応の追跡調査、対処方法の周

知を含むべきである。企業による人権デュー・ディリジェンスは以下の要件を満た

すべきである。 

 (a)企業がその活動を通じ惹起または助長するおそれのある人権への悪影響、または

取引関係による、企業活動、製品もしくはサービスに直接関連し得る人権への悪影

響を含むこと。 

 (b)その複雑さは企業の規模、人権に対する重大な影響へのリスク、企業活動の性質や

状態に応じて異なること。 

 (c)人権に関するリスクは企業活動の状態やその変遷により時間とともに変化する可

能性があることを踏まえ、継続的に行うこと。 

 

18．企業は、人権に関するリスクを測るため、企業活動を通じてまたは取引関係の結果

として企業が関与したいかなる現実のまたは潜在的な人権への悪影響も、特定し、

評価すべきである。その手続は以下の事項を満たすべきである。 

 (a)社内及び/または独立した社外の人権専門家の知見を活用すること。 

 (b)企業の規模や業務の性質・状況に応じ、人権への悪影響を潜在的に受ける集団やそ

の他の利害関係者との有意義な協議を含むこと 

 

19．企業は、人権への悪影響を予防、軽減するため、人権への影響評価で得た調査結果
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を全社的に関連する職務部門及び手続に組み込み、適切な措置をとるべきである。 

 (a)実行的に調査結果を組み込むには以下が必要である。 

  (ⅰ)そのような影響に対処する責任が、企業内の適切な階層の適切な職務部門に割り

振られていること。 

  (ⅱ)企業内の意思決定、予算配分、監督手続が、そのような影響への実効的な対応を

可能にしていること。 

 (b)適切な措置は以下に応じて異なる。 

  (ⅰ)企業が悪影響を惹起または助長しているか、それとも商取引関係先による企業活

動、製品またはサービスが悪影響に直接関連していることにより関与しているに

過ぎないのか。 

  (ⅱ)人権への悪影響に対処する場合の企業の影響力の範囲。 

 

20．人権への悪影響について対処されているか検証するため、企業はその対応の実効性

を 

追跡調査すべきである。追跡調査は以下を満たすべきである。 

  (a)適切な質的・量的指標に基づいていること。 

  (b)人権への悪影響を受けた利害関係者を含む社内外からの意見を活用しているこ

と。 

 

21．企業は、人権への悪影響にいかに対処するか明らかにするため、特に悪影響を受け

た利害関係者またはその代理人から懸念が表明された場合、その対処方法の外部へ

の情報提供を可能にしておくべきである。その活動や活動状況が人権への重大な悪

影響を引き起こすリスクがある企業は、対処方法につき正式な報告をすべきであ

る。全ての場合において、対処方法の情報提供は以下の事項を満たすべきである。 

 (a)形式や頻度が、企業の人権への悪影響に応じたもので、想定された情報提供先にも

入手可能であること。 

 (b)人権への悪影響に対する企業の対応の妥当性について、個別案件ごとに評価が可

能なだけの情報提供がなされること。 

 (c)情報提供により、影響を受けた利害関係者、従業員、もしくは正当な要請である商

業上の秘密へのリスクが伴わないこと。 

出所：国連（2011）「ビジネスと人権に関する指導原則」(仮訳) pp.5-7 より。 

 

・OECD「責任ある企業行動のためのデュー・デリジェンス・ガイダンス（2018）」 

 OECD「多国籍企業行動指針」（1976）の実務的な方法を提示。 

 

 次に、人的資本に関する海外の動向について説明する。人的資本に関する海外の動向と

しては、国際標準化機構の「人的資本の情報開示に関する国際的なガイドライン（ISO30414）

（2018）」、米国証券取引委員会（SEC）の Regulation S-K（非財務情報に関する規則）の改

正（2020）、アメリカの人的資本開示の法制化（2021）、英国財務報告評議会（FRC）の人

的資本に関する報告書（2020）が存在する。以下は、これらの動向の詳細をまとめたもの
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である。 

 

・国際標準化機構「人的資本の情報開示に関する国際的なガイドライン（ISO30414）（2018） 

内部及び外部のステイクホルダーに対する人的資本に関する報告のための指針。労働力

の持続可能性のサポートを目的とし、組織に対する人的資本の貢献を考察し、透明性を高

めることを目的として発表された。全ての組織に適用するガイドラインであるとされてい

る8。EY 新日本有限責任監査法人・EY ストラテジー・アンド・コンサルティング株式会社

（2023）によると、ISO30414 は、「①網羅的で、汎用性が高く、②定義や算出式が明確で

定量化しやすい、③比較可能性に優れ、自社の立ち位置や状態を把握しやすい」（40,41 ペ

ージ）という特徴があると述べている。 

 

図表２－６ ISO30414で定められている領域 

人的資本エリア 概要 

1.コンプライアンス倫理 ビジネス規範に対するコンプライアンス

の測定指標 

2.コスト 採用・雇用・離職等労働力のコストに関す

る測定指標 

3.ダイバーシティ 労働力とリーダーシップチームの特徴を

示す指標 

4.リーダーシップ 従業員の管理職への信頼等の指標 

5.組織文化 エンゲージメント等従業員意識と従業員

定着率の測定指標 

6.健康、安全 労災等に関連する指標 

7.生産性 人的資本の生産性と組織パフォーマンス

に対する貢献をとらえる指標 

8.採用・異動・離職 人事プロセスを通じ適切な人的資本を提

供する企業の能力を示す指標 

9.スキルと能力 個々の人的資本の質と内容を示す指標 

10.後継者計画 対象ポジションに対しどの程度承継候補

者が育成されているかを示す指標 

11.労働力 従業員数等の指標 

出所：野村総合研究所「ISO30414（人的資本に関する情報開示のガイドライン）｜用語

解説」（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より。 

 

・米国証券取引委員会（SEC）の Regulation S-K（非財務情報に関する規則）の改正（2020） 

2020 年 8 月に、米国証券取引委員会（SEC）の Regulation S-Kを改正し、上場企業に対

アし、人的資本に関する情報開示を義務化した。従来から内容にあった従業員に加え、人

的資本に関する説明やその企業が経営の中で重視する施策や目的を開示するように要求し

ているが、具体的な項目は規定されていない。（経済産業省 2021、14 ページ参照） 
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・アメリカの人的資本開示の法制化（2021） 

 2021 年 6月、米国の証券取引所に上場する企業に対して人的資本の情報開示を求める法

案が下院を通過し、9 月には上院で公聴会が行われ、審議されている。法案の内容は、従

業員に関する情報について、長期的な成長に必要な人材投資を行っているかという観点か

ら 8項目の開示を義務化するというものである。以下は、開示が提案されている 8項目で

ある。（内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 経済産業省 経済産業政策局 2022、36 ペ

ージ参照） 

 

図表２－７ 開示が提案されている 8項目 

1．契約形態ごとの人員数（Workforce demographic information） 

2．定着・離職、昇格、社内公募（Workforce stability information） 

3．構成・多様性（Workforce composition） 

4．スキル・能力（Workforce skills and capabilities） 

5．健康・安全・ウェルビーイング（Workforce health, safety and well-being） 

6．報酬・インセンティブ（Workforce compensation and incentives） 

7．経営上必要となったポジションとその採用の状況（Workforce recruiting and needs） 

8．エンゲージメント・生産性（Workforce engagement and productivity） 

出所：内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 経済産業省 経済産業政策局（2022）

p.36 より。 

 

・英国財務報告評議会（FRC）の人的資本に関する報告書（2020） 

 従業員に関する情報の開示に対する投資家のニーズや、そのニーズを満たすために企業

に期待される開示内容について、実例を用いて解説している。以下は報告書で提言された

項目である。（内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 経済産業省 経済産業政策局 2022、

37 ページ参照） 

 

図表２－８ 報告書で提言された開示項目 

大項目 開示・説明項目 

ガバナンスと経営 ・取締役会による従業員関連事項の監督、及び従業員への関与手法 

・従業員に関する課題の検討や管理における経営者の役割 

・取締役会による従業員関連事項の検討が、戦略的意思決定に与え

る影響 

ビジネスモデルと

戦略 

・企業が考える従業員の範囲（全従業員数、従業員の構成（サプラ

イチェーンにおける雇用構成（直接/契約/それ以外））を含む） 

・企業が戦略的資産として従業員に投資しているかどうか、及び当

てはまる場合はどう投資するか 

・従業員がどう組織の価値を生み出すか、及び当該価値を高める機

会があるか 

・従業員モデルがビジネスモデルをどう支援しているか 
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・組織が特定した従業員に関連するリスクと機会が、会社のビジネ

ス、戦略、財務計画にどう影響するか 

リスク管理 ・従業員に関連するリスクと機会を特定、評価、管理するための組

織のプロセス 

・企業にとって最も関連性の高い、従業員に関連するリスクと機会 

・ビジネスのどこにリスクと機会が存在し、それらがどう管理され

ているか 

指標と目標 ・従業員の理解に最も関連する指標（指標の特定方法を含む） 

・価値提供のために企業が従業員をどう動機付けしているか（従業

員に関連する課題とパフォーマンスの管理に使用される目標を含

む） 

・経営トップがどのように望ましい文化を推進しているか（従業員

による積極的参加がどう達成されたのかを含む） 

・従業員雇用人数、定着率/離職率（予定したもの・望まれないも

のの両方）、労働環境に適用される価値、労働文化のモニター指標

を含む） 

・報酬その他利益の説明、及び研修・能力開発、昇進に関する統計

の開示 

出所：内閣官房 新しい資本主義実現本部事務局 経済産業省 経済産業政策局 2022、p.37

より。 

 

（2）国内の動向 

 次に、国内のビジネスにおける人権について調査していく。ビジネスにおける人権に関

する国内のガイドラインは、2022 年に公表された「責任あるサプライチェーンにおける人

権尊重のためのガイドライン」がある。経済産業省（2022）によると、本ガイドラインの

策定の経緯としては、2011 年に国連指導原則が支持され、OECDによる「多国籍企業行動

指針」の複数の改訂や ILO多国籍宣言などを踏まえ、日本政府は、2020 年 10 月に「『ビジ

ネスと人権』に関する行動計画（2020-2025）」を策定し、公表した。2021 年には、経済産

業省と外務省が実施した「日本企業のサプライチェーンにおける人権に関する取組状況の

アンケート調査」の結果が公表され、同時にガイドライン等の要望があると示されたとい

う。こういった状況を受け、2022 年 3 月に経済産業省において「サプライチェーンにおけ

る人権尊重のためのガイドライン検討会」を設置し検討を重ねたことで、策定されたとい

う（2,3 ページ）。本ガイドラインは、「企業に求められる人権尊重の取組について、日本で

事業活動を行う企業の実態に即して、具体的かつわかりやすく解説し、企業の理解の深化

を助け、その取組を促進することを目的」（経済産業省 2022、3 ページ）としている。 

 また、人的資本に関する国内の動向としては、東京証券取引所による 2021 年の「コーポ

レートガバナンス・コード」の改訂、金融庁による 2022 年の「ディスクロージャーワーキ

ング・グループ」報告がある。他にも、内閣官房の「人的資本可視化指針（2022）」、経済

産業省の人的資本経営の実現に向けた検討会において「人材版伊藤レポート 2.0」が公表さ

れた。以下は、これらの動向の詳細をまとめたものである。「人材版伊藤レポート 2.0」に
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ついては、第 2 章第 4 節で扱うこととする。 

 

・東京証券取引所（2021）「コーポレートガバナンス・コード」の改訂 

 コーポレートガバナンス・コードは、「実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する

主要な原則を取りまとめたものであり、これらが適切に実践されることは、それぞれの会

社において持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のための自律的な対応が図られるこ

とを通じて、会社、投資家、ひいては経済全体の発展にも寄与することとなるもの」（東京

証券取引所 2021、1 ページ）と期待されている。 

 2021 年の改訂は、「スチュワードシップ・コード及びコーポレートガバナンス・コード

のフォローアップ会議」での提言に沿って改正を実施したものである9。以下は、その中で

も人材に関する項目の改訂について示したものである。 

 

図表２－９ 人的資本に関する改訂項目 

【原則 2－4．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】 

 上場会社は、社内に異なる経験・技能・属性を反映した多様な視点や価値観が存在す

ることは、会社の持続的な成長を確保する上での強みとなり得る、との認識に立ち、社

内における女性の活躍促進を含む多様性の確保を推進すべきである。 

 

補充原則 

2－4① 上場企業は、女性・外国人・中途採用者の管理職への登用等、中核人材の登用

等における多様性の確保についての考え方と自主的かつ測定可能な目標を示す

とともに、その状況を開示すべきである。 

    また、中長期的な企業価値の向上に向けた人材戦略の重要性に鑑み、多様性の

確保に向けた人材育成方針と社内環境整備方針をその実施状況と併せて開示す

べきである。 

出所：東京証券取引所（2021）pp.9-10 より。 

 

・金融庁（2022）「ディスクロージャーワーキング・グループ」報告 

 ディスクロージャーワーキング・グループでは、中長期的な企業価値向上につながる資

本市場の構築を目的に、非財務情報の開示充実の施策や四半期開示の見直しに係る施策を

取りまとめている（金融庁 2022、1ページ参照）。有価証券報告書の開示項目として、人材

育成方針や社内環境整備方針の追加が明記された10。以下は、金融審議会によって報告され

たサステナビリティ開示のロードマップである。 
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図表２－１０ 我が国におけるサステナビリティ開示のロードマップ 

 
出所：金融庁（2022）より。 

 

・内閣官房「人的資本可視化指針（2022）」 

 人的資本可視化指針では、「特に人的資本に関する情報開示の在り方に焦点を当てて、既

存の基準やガイドラインの活用方法を含めた対応の方向性について包括的に整理した手引

きとして編纂されており、企業が自社の業種やビジネスモデル・戦略に応じて積極的に活

用」（内閣官房 2022、3 ページ）することが役割として明記されている。さらに、第 2 章第

4 節で扱う「人材版伊藤レポート」と併せて活用することで、相乗効果が期待されている。

本指針では、図表２－１１のように、各ガイドラインの開示項目の記載について比較検討

を行っている。 

 

図表２－１１ 人材育成に関連する開示事項 

 

出所：内閣官房（2022）p.20 より。 

  

第 2章第 3節では、なぜ「人的資本経営」が求められているのかについて海外の動向と
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国内の動向をビジネスにおける人権という観点を踏まえ、考えてきた。調べていく上で、

各ガイドラインでは、ビジネスにおける人権や人的資本について、改訂を繰り返してその

重要性というものを高めている。さらに、開示項目についても、人的資本に関する情報を

明記する必要性が国内外で高まっていることが明らかになった。今回の調査で明らかにな

ったことは、人権問題、人的資本に対する姿勢が海外と比較してかなり遅れを取っており、

日本の人的資本経営に対する取り組みが実効性を持っていない現状があることだ。そして、

国内外の開示項目に関して、顕著に重視されている項目はなかったが、「人材育成」「採用」

の部分は、多くの制度に共通して明記されていると考える。こういった状況を踏まえると、

企業が持続可能な経営を行う上で、関わるステイクホルダーにとって「人的資本」に関す

る情報は需要を高めており、企業価値を測る・向上させるためにも、人的資本経営は求め

られていると考える。 

 

第 4節 人材版伊藤レポートとは 

経済産業省は 2020 年 9 月に「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告

書～人材版伊藤レポート～」を公開した。本報告書は、企業の競争力の源泉が人材となっ

ている中、人材の「材」は「財」であるという認識の下、持続的な企業価値の向上と「人

的資本（Human Capital）」について議論したものであり、人材戦略を策定・実行する経営

陣、経営陣を監督・モニタリングする取締役会にとっての指針となるとともに、機関投資

家のエンゲージメント活動の際に活用されることも期待されている。（経済産業省 2020、

4,5 ページ参照）経済産業省は、2021 年 7 月から「人的資本経営の実現に向けた検討会」

を設置しており、2022 年 5 月にはその報告書として、「人材版伊藤レポート 2.0」を公表し

た。「人材版伊藤レポート 2.0」では、「人材版伊藤レポート」をさらに深堀り・高度化した

ものであり、3P・5F に基づき、人的資本経営を具体化させようとする際に、実行に移すべ

き取り組み、そして実行する上でのポイントを示すものである。（経済産業省 2022、10 ペ

ージ参照） 

 

背景は以下の通りである。 

 

・持続的な企業価値の向上を実現するためには、ビジネスモデル、経営戦略と人材

戦略が連動していることが不可欠である。一方、企業や個人を取り巻く変革のス

ピードが増す中で、目指すべきビジネスモデルや経営戦略と、足下の人材及び人

材戦略のギャップが大きくなってきている。このギャップをどのような時間軸で

いかに適合させていくかが、大きな経営課題となっている。新型コロナウイルス

感染症の感染拡大及びこの対応により、こうした課題が一層、明確になってきて

いる。(4 ページ) 

・企業の人材戦略には、このギャップを適合させ、新たなビジネスモデルや経営戦

略を展開させ、持続的な企業価値の向上につなげていくことが求められる。この

ためには、経営陣、特に CHRO（最高人事責任者：Chief Human Resource 

Officer）のイニシアティブで人材戦略を策定し、経営陣のコアメンバー（5C：

CEO（最高経営責任者：Chief Executive Officer）、CSO（最高経営戦略責任者：
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Chief Strategy Officer）、CHRO、CFO（最高財務責任者：Chief Financial 

Officer）、CDO（最高デジタル責任者：Chief Digital Officer））が連携して戦略

を実行することが必要になる。加えて CHROは人材戦略を従業員や投資家に積極

的に発信・対話する役割が重要となる。また、こうした経営陣の取組を監督・モ

ニタリングする取締役会の役割、そして、経営陣と経営戦略や人材戦略について

対話する投資家の役割も重要となる。（4 ページ） 

 

 本節では、2020 年に公表された「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会 

報告書～人材版伊藤レポート～」の概要版を参照する。 

第 1 章「持続的な企業価値の向上と人的資本」では、第 4次産業革命による産業構造の

変化、少子高齢化、キャリア観の変化、新型コロナウイルス感染症などの企業や個人を取

り巻く環境を踏まえ、持続的な企業価値の向上に向けて、迅速な対応とともに人材戦略を

変革させる必要性を述べている。特に国内外の機関投資家は ESG投資を重視しているた

め、今後は柔軟性や強靭性を高めていくような変革が求められていることを提示してい

る。（経済産業省 2020、2 ページ参照） 

 

図表２－１２ 変革の方向性 

 

出所：経済産業省（2020）p.2 より。 

 

 第 2 章「経営陣、取締役会、投資家が果たすべき役割」では、人材戦略の変革における

経営陣や取締役会、企業と投資家の対話の役割の重要性について述べている。経営陣は、

企業理念、存在意義、経営戦略を明確にし、これに連動した人材戦略を行うことが重要で

あり、経営陣の連携やステイクホルダーに対する発信についても言及している。取締役会

は、人材に関する議論を行い、自社の人材戦略の方向性と経営戦略が連動しているのかを

監督し、方向性を適切に導くことが求められている。投資家は、人材戦略について、企業

の発信や可視化された情報を踏まえた上での対話、投資先選定の実施が求められている。
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（経済産業省 2020、3 ページ参照） 

 

図表２－１３ 人材戦略に関するステークホルダーの協創 

 

出所：経済産業省（2020）p.3 より。 

 

 第 3 章「人材戦略に求められる 3 つの視点と 5 つの共通要素」では、経営陣が主導して

策定・実行する人材戦略について、3 つの視点（Perspectives）、5 つの共通要素（Common 

Factors）を、3P・5F モデルとして整理している。3 つの視点とは、①経営戦略と人材戦略

の連動、②As is-To beギャップの定量把握、③人材戦略の実行プロセスを通じた企業文

化への定着であり、5 つの共通要素とは、①動的な人材ポートフォリオ、個人・組織の活

性化（②知・経験のダイバーシティ&インクルージョン、③リスキル・学び直し、④従業員

エンゲージメント）、⑤時間や場所にとらわれない働き方を指す。企業は、こうした共通の

要素に加え、自社の重要な人材アジェンダについて、経営戦略とのつながりを考えながら、

具体的な戦略やアクション、KPI を考えることが効果的であるとしている。（経済産業省

2020、5 ページ参照） 

 

図表２－１４ 人材戦略に求められる 3 つの視点・5 つの共通要素（3P・5F モデル） 

 

出所：経済産業省（2020）p.5 より。 
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本レポートの概要を見てきたが、日本企業の現状を踏まえた上で、変革の必要性、具体

的に各ステイクホルダーの役割の明記、人材戦略モデルを確立するなど、合理的かつ理想

的なレポートとなっている。経済産業省（2022）「人材版伊藤レポート 2.0」によると、2020

年に公表した後の変化について、「人的資本に関する日本企業の取組は道半ばであり、コー

ポレートガバナンス・コードへの対応を形式的なものとしないためにも、一歩踏み込んだ、

具体的な行動が求められている」と述べており、いまだ日本企業の人的資本経営に対する

取り組みは形式的なものでしかないことを示している。松井（2022）は、本レポートに対

し、「積極的な人材戦略に関するもので、実行のための環境整備や特にリスクマネジメン

ト・コンプライアンスなどに関する言及が薄い資料」（98 ページ）であるとし、「極めて理

念的な情報だと言え、実務的に考えた場合の実施方法について多くの補完が必要であるこ

とを想定しながら扱う必要がある」（98 ページ）と述べ、施策について大企業視点が強い

と言及している。（98,99 ページ参照）つまり、人材版伊藤レポートで明記されていること

を日本の全ての企業に当てはめようとすることは不可能であり、鵜呑みにするのではなく、

自社の規模や環境によって適切に活用していくことが必要であると考えることができる。 

 
1 野村総合研究所「人的資本｜用語解説」https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/sa/hu

man_capital（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
2 経済産業省「人的資本経営～人材の価値を最大限に引き出す～」https://www.meti.go.jp/p

olicy/economy/jinteki_shihon/index.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
3 KSAOs と表記される場合もある。（砂原・千葉・西村（2024）、竹内（2023）） 
4 外務省「OECD 責任ある企業行動に関する多国籍企業行動指針」

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/csr/housin.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）参

照。 
5 グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン「国連グローバル・コンパクトにつ

いて｜組織概要」https://www.ungcjn.org/gcnj/about.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12

日）参照。 
6 グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン「国連グローバル・コンパクトにつ

いて｜組織概要」https://www.ungcjn.org/gcnj/about.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12

日）より引用。 
7 経済産業省「これまでの国際的な取組」https://www.meti.go.jp/policy/economy/business-

jinken/overseas.html （最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）参照。 
8 野村総合研究所「ISO30414（人的資本に関する情報開示のガイドライン）｜用語解説」

https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/alphabet/iso30414（最終閲覧日：2024 年 12 月

12 日）参照。 
9 日本取引所グループ「改訂コーポレートガバナンス・コードの公表」https://www.jpx.co.j

p/news/1020/20210611-01.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）参照。 
10 PwC Japanグループ「人的資本経営の高度化によりサステナビリティ経営を加速させる」 

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/column/sustainability/human-capital.html（最終閲覧日：

2024 年 12 月 12 日）参照。 
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第 3章 人的資本経営の現状 

 本章では、日本企業の人的資本経営の現状について、2022 年に報告された経済産業省の

調査を踏まえ、日本企業の人的資本経営の課題について考察し、解決案を提示していく。 

 

第 1節 人的資本経営に関する調査 

 本節では、2022 年に報告された経済産業省「人的資本経営に関する調査 集計結果」の

概要を以下に示す。 

 

図表３－１ 調査概要 

1．「人的資本経営に関する調査」の趣旨・概要 

調査趣旨 

〇本調査は、日本企業の人的資本経営に関する現状を把握することを目的として実施し

た。 

〇併せて、企業の CEO・CHRO をはじめとする経営陣が自社の人的資本経営の実態を確

認し、振り返ることができるよう、個社別のレポートも作成し、参加企業全体と各社の

現状を対比することを目的した。 

〇また、従業員にも自社の人的資本経営を社内で浸透させる上での一助となることを目

指した。 

 

調査内容 

〇経営陣向けには、「人材版伊藤レポート」に示す、経営陣及び取締役が果たすべき役

割・アクションに基づいて、自社の人的資本経営の進捗についての認識を調査した。 

〇また、従業員向けには、「人材版伊藤レポート」における「人材戦略に求められる 3 つ

の視点と 5 つの共通要素」に関する進捗について認識を調査した。 

 

調査対象 

〇東証一部、東証二部、東証マザーズ、JASDAQ いずれかの市場へ上場している企業 

〇経営陣向け：CEO・CHRO をはじめとする経営陣 

 従業員向け：従業員（事業責任者、管理職層（事業責任者以外）、非管理職層） 

 

調査方法 

〇調査票を郵送にて配布し、Web上での回答を依頼した。 

 

2.1 人的資本経営の取組進捗 全体像 

・人材戦略における「3 つの視点」・「5 つの共通要素」について、その重要性の理解は進

んでいる。一方、取引を具体化していく段階で足踏みをしている企業が多いことが窺わ

れる結果となった。 

・項目別に状況を見ると、「企業理念・存在意義・経営戦略の明確化」が進む一方で、「経

営戦略と人材戦略の連動」の進捗は相対的に遅れている。 

経営陣は、「経営戦略は明確化されているものの、人材戦略への連動には至っていない」
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と考えていることが読み取れる。 

・上記に加えて、「投資対効果の把握」、「動的な人材ポートフォリオ」、「投資家との対

話」、「取締役会の役割の明確化」、「経営人材育成の監督」については進捗が遅れている。 

・その中でも、経営陣は、「動的な人材ポートフォリオ」については、関連する取組の進

捗が全て遅れていると認識している。また、従業員も「動的な人材ポートフォリオ」の

進捗が最も遅れていると認識している。 

・階層が下がるほど、社員が人的資本経営の取組が「進捗していない」と認識している

ことも分かった。経営陣から現場に、人的資本経営に関する方針を浸透させ、社員が進

捗しているという実感が得られるまで、検討を加速させていく必要がある。 

 

2.2 人的資本経営の取組進捗（経営陣の認識）全体像 

・「企業理念・存在意義・経営戦略の明確化」（下の図の 1.）と比べ、人的資本経営の具

体的な取組（下の図の 2.以降）は進んでいない。特に、オレンジ色の「投資対効果の把

握」、「動的な人材ポートフォリオ」、「投資家との対話」、「取締役会の役割の明確化」、「経

営人材育成の監督」の進捗が遅れている。 

 

出所：経済産業省（2022）pp.2-4 より。 

 

 上記の内容に加え、経営陣の人的資本経営全般に対する自由回答は次の通りである。 

 

図表３－２ 自由回答 

✓少人数のキャリア採用で即戦力採用を実施しているため、包括的な仕組みつくりにフ

ィットしない 

✓少人数の赤字企業であるため、人的資本経営の重要性は認識してはいるものの、これ

を具体的に実現するまでの余裕がない状況。 

✓急激に事業が成長をしていることから、社内での人的資本形成が追い付いていないと

いうのが実情と理解している。そのため、中途採用や他者からの出向等で必要なポスト
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をカバーする状況が続いており、体制の整備には概ね今後 10 年程度をかけて体制の整

備、人材の育成を図っていく必要があるものと考えている。 

✓当社のような業種、企業規模、本社機能では、取組に対する効果が難しい面もあり、

他企業の取り組みを参考にしたいと思っています。 

✓事業分野の多様化、グローバル化に対応する人材の獲得・育成に四苦八苦しているの

が現状です。 

✓必要性や重要性を認識しているものの、具体的な検討に至っていない、目下 スタデ

ィの段階である。 

✓人的資本経営に関する問題意識は持っているものの、弊社で十分な議論ができる素地

が十分に出来上がっていない（もっと低次元の問題解決に終始している状況が強い）の

で、本アンケートで示された考え方を今後の検討の一助にしていきたい。 

✓当社グループは事業様態の転換を行い、転換した事業を軌道に乗せていく途上にあ

る。前事業と転換後の事業において、役職員の質・量ともに大きく変化する中、当事業

年度の下期になってようやく人事制度等の見直しに着手することとなり、実践を開始し

たばかりである。そのため、現時点では人的資本経営の重要性は理解しながらも、着手

できていない部分が多々あると認識している。 

✓私ども中小企業にとって人材はまさに重要な資源であることを十分認識しつつも、目

の前の業績や営業面に目を取られがちであり、基本的な人材育成および戦略については

具体的な着手ができていない事実があり、そのあたりは目まぐるしい環境変化の中でよ

り重要性を増しており、まさに中長期観点での経営戦略の一環として人材育成やポート

フォリオを議論検討し始めたところである。 

✓重要性を認識してはいるが、人的リソースや知見の不足から実行に移せていない。 

✓システム会社であるので、人的資本＝会社資本であるといえます。人材の確保、育成、

成長がそのまま事業の成長に直結しており、経営戦略の重要課題です。しかしながら企

業としての組織体制が未熟で、重要性は十分認識しているものの具体的に取り組めてい

ないというのが実情です。 

✓東証コーポレートガバナンスの要求事項として、「中核人材の登用方針」「人材育成方

針」「多様性の目標値」を定め、それぞれの実行施策を公表した上、実行している。経営

理念の実現に資する経営戦略の連動はできているが、これを実行する人材リソースが社

内にない場合は新規採用を図るべきだが、当社の給与水準と応募者が希望する給与水準

に埋めきれない差異が生じていることが悩ましいところである。 

✓10年後の各部門幹部候補生の育成に向けた研修は実施しているが、経年のモニタリン

グには至っていない 

✓人的資本経営に関する重要性については、近年ますます高まっていると認識している

が、まだまだ事業に関する直接的な課題の議論や対応にとどまっており、どのように取

り組みを進めていくべきか早急に検討していきたい。 

✓事業の持続的成長発展のために、解決しなければ諸課題は多い。（労働人口の減少、

ESG・SDGSへの対応、DX推進、働き方改革）後継者計画、女性活躍推進、次世代育成等

について個別施策は進めているが、今後総合的に検討実施していく必要がある。 
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出所：経済産業省（2022）pp.36-37 より。 

 

第 2節 調査結果より 

これらの調査を踏まえると、人材戦略の「3 つの視点」・「5 つの共通要素」の重要性につ

いての理解は進んでいるとされているが、実際に取り組む具体的な段階で止まってしまっ

ている現状があることが分かる。他にも、「投資対効果の把握」、「動的な人材ポートフォリ

オ」、「投資家との対話」、「取締役会の役割の明確化」、「経営人材育成の監督」について進

捗が遅れており、企業内での階層が下がるほど、社員が人的資本経営への取り組みが「進

捗していない」と認識していることが課題として挙げられる。 

まず、人材戦略の「3 つの視点」・「5 つの共通要素」の重要性についての理解は進んでい

るとされているが、実際に取り組む具体的な段階で止まってしまっている理由として、経

営陣の人的資本経営に対する自由回答を踏まえると、次のように考えられる。 

 

■リソースの不足 

・人材、資金、知見が不足しており、具体的な実現に取り組めていない 

■企業規模による実現困難性 

・中小企業やスタートアップの企業などは、人的資本が重要な問題であると認識しつつ

も、余裕がなく実行に移せていない 

・組織体制が整っていない 

・事業拡大や成長のため、利益を優先してしまう 

 

 また、「投資対効果の把握」、「動的な人材ポートフォリオ」、「投資家との対話」、「取締

役会の役割の明確化」、「経営人材育成の監督」について進捗が遅れており、企業内での階

層が下がるほど、社員が人的資本経営への取り組みが「進捗していない」と認識している

ことが課題として挙げられていた。その理由としては、前述の「リソース不足」「企業規

模による実現困難性」が考えられる。これらの不足や企業規模による差を小さくしていく

努力が求められるだろう。 

 このような結果を踏まえ、人的資本経営を具体的に実行に移す上での課題である「リソ

ースの不足」「企業規模による実現困難性」に対する解決策の仮説を立てる。本論文では

解決策の案として、以下の 3 つを考えた。 

 

   1．政府による支援制度を活用する 

   2．従業員エンゲージメント 

   3．HRテックの活用 

 

解決策として 3 つ挙げた理由を順に述べていく。 

まず、「1．政府による支援制度を活用する」についてだ。理由としては、中小企業が人

的資本経営を進める上で、政府の支援を求めていることが挙げられる。フォーバル

（2024）の報告によると、中小企業における人的資本経営に取り組むうえでの課題は、図

表３－３のようになった。 
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図表３－３ 人的資本経営に取り組むうえでの課題 

 
出所：フォーバル（2024）p.117 より。 

 

 図表３－３から分かる通り、課題として「時間がかかる」「費用がかかる」「社内にでき

る人材がいない」「分からない」という結果となり、経済産業省（2022）の調査より考察し

た「リソースの不足」「企業規模による実現困難性」とい共通する点が多くある。これに加

え、フォーバル（2024）は、中小企業が人的資本経営を進めていく上での支援について、

調査を行った。図表３－４がその結果である。 

 

図表３－４ 人的資本経営を進めるうえでどのような支援が必要か 

 

出所：フォーバル（2024）p.118 より。 

 

 図表３－４を見ると、「国や政府からの人的資本経営に向けた補助制度」「国や政府から

の中小企業向けのガイドライン」という回答が多く、中小企業の大半が国や政府からの支
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援や制度を求めていることが明らかである。よって、解決策として考えた。 

次に、「2．従業員エンゲージメント」についてだ。解決案として、従業員エンゲージメ

ントを挙げる理由としては、2 つある。1 つ目は、組織内の価値観の差を理解し、所属する

企業自体の戦略や方針への意識向上に繋がるためだ。つまり、人的資本経営を具体的に実

行に移す上での課題である「企業規模による実現困難性」を解決することに繋がる。企業

規模によって、組織体制が整っていない場合があるが、従業員エンゲージメントを高める

取り組みを効果的に行うことで、組織体制を整えることができると考える。2 つ目は、従

業員エンゲージメントを高めていくことで、人材の不足を解決することができるためだ。

人的資本経営を実行する上での課題である「リソースの不足」の解決に繋がると考える。

実際に、井口(2020)の論文の中で 2012 年のギャラップの調査によって、明らかになった従

業員エンゲージメントの効果について、以下に示す。 

 

・顧客評価が 10％高い 

   ・収益性が 22％向上 

   ・生産性が 21％向上 

   ・離職率が減少 

   ・株価収益率（EPS）が 47％向上 

   ・欠勤率が 37％低下 

   ・不良品質が 41％低下 

   ・業務中のアクシデントが 48％減少 

   ・盗難が 28％減少 

   （井口 2020、21 ページ） 

 

離職率が減少したことや収益性の向上が従業員エンゲージメントの効果の特徴として挙

げられている。つまり、従業員エンゲージメントを高めていくことが、中長期的な視点で

「リソースの不足」を解決すると考えられる。以上の 2つの理由から解決策として考えた。 

 最後に、「3．HR テックの活用」だ。HR テックの具体的な活用方法として、倉重

（2023）は、採用や配置、エンゲージメントが非常に多いが、採用領域が一番キャッシュ

に結びつきやすいという。例えば、エントリーシートの読み込みと分析、ビデオ面接動画

の分析、適性検査による既存社員とのマッチングなどのサービスがあると述べる。さら

に、会社の中での適正配置のために、個々人の業務データと本人のキャリアを示唆するこ

とや、部署配置の選択肢の拡大、AI によるキャリア相談が挙げられる。この他にも、勤

怠・安全管理関係も存在するという（17 ページ参照）。このように、具体的な活用方法が

幅広い HR テックを適切に使用することで、人的資本経営を具体的に実行に移す上での課

題である「リソースの不足」「企業規模による実現困難性」の解決に繋がると考える。採

用・教育などに HRテックを活用することで、「リソースの不足」を解決でき、第 4 章でよ

り具体的な動向を扱うが、HR テック市場は拡大しており、国内でも多くのサービスが生

まれているため、導入に対するハードルが下がっていると考える。そのため、企業規模に

よって導入における障壁の差は小さくなっていると推測し、「企業規模による実現困難

性」の解決に繋がると考えた。第 4章では、以上の 3つの解決策について調査し、実際に
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日本企業の人的資本経営を実行に移す上での課題解決が可能かどうかを考えていくことと

する。 
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第 4章 企業が主体的に人的資本経営を実施するための方法 

 第 3 章では、2022 年に報告された経済産業省「人的資本経営に関する調査 集計結果」

を踏まえて、3つの解決策を提示した。それを踏まえ本章では、3つの解決策によって期待

できる効果について論じ、日本企業に導入していくために必要なことや課題について考察

していく。 

 

第 1節 制度の活用 

 本節では、「1．政府による支援制度を活用する」について扱う。第 3章では、特に中小

企業の中で、リソースの不足（人材、資金、知見）が課題として明らかになり、政府の補

助制度やガイドラインによる支援が求められていることが明らかになった。ここでは、日

本国内の人的資本経営に関する助成金・補助金、ガイドラインを挙げていく。 

 1 つ目は、厚生労働省が公表している「人材開発支援助成金」である。この助成金は、

「事業主等が雇用する労働者に対して、職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させ

るための職業訓練等を計画に沿って実施した場合等に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一

部等を助成する制度1」である、次の 7つのコースが設置されている。 

 

図表４－１ 人材開発支援助成金2 

■人材育成支援コース 

雇用する被保険者に対して、職務に関連した知識・技能を習得させるための訓練、厚

生労働大臣の認定を受けた OJT 付き訓練、非正規雇用労働者を対象とした正社員化を

目指す訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助成 

 

■教育訓練休暇等付与コース 

有給教育訓練等制度を導入し、労働者が当該休暇を取得し、訓練を受けた場合に助成 

 

■人への投資促進コース 

デジタル人材・高度人材を育成する訓練、労働者が自発的に行う訓練、定額制訓練

（サブスクリプション型）等を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部

等を助成 

 

■事業展開等リスキリング支援コース 

新規事業の立ち上げなどの事業展開等に伴い、新たな分野で必要となる知識及び技能

を習得させるための訓練を実施した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部を助

成 

 

■建設労働者認定訓練コース 

認定職業訓練または指導員訓練のうち建設関連の訓練を実施した場合の訓練経費の一

部や、建設労働者に有給で認定訓練を受講させた場合の訓練期間中の賃金の一部を助

成 
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■建設労働者技能実習コース 

雇用する建設労働者に技能向上のための実習を有給で受講させた場合に、訓練経費や

訓練期間中の賃金の一部を助成 

 

■障害者職業能力開発コース 

障害者の職業に必要な能力を開発、向上させるため、一定の教育訓練を継続的に実施

する施設の設置・運営を行う場合に、その費用を一部助成 

 

 2 つ目は、厚生労働省の「業務改善助成金」である。これは、「生産性向上に資する設備

投資等（機械設備、コンサルティング導入や人材育成・教育訓練）を行うとともに、事業

場内最低賃金を一定額（各コースに定める金額）以上引き上げた場合、その設備投資など

にかかった費用の一部を助成するもの3」であり、事業内最低賃金の引き上げの計画と設備

投資等の計画を立て、その計画通りに事業を進行し、結果を報告することで支給されるも

のである4。 

 3 つ目は、中小企業庁が公表している「中小企業・小規模事業者人手不足対応ガイドラ

イン」である。概要は次の通りである。 

 

   中小企業を巡る環境がめまぐるしく変化する中で、売上拡大や資金繰り等の日々の

経営課題の背景に、人手不足や人材育成など人材が大きな経営課題になっている可

能性が少なくありません。経営者が人材に係る課題に正面から向き合い、貴重な人

材を活かせる仕事はどのようなものか考え、行動を起こすことが重要です。 

   経営者に日々の経営課題の背景に、中核人材の採用、中核人材の育成、業務人材の

採用・育成の 3 つの人材課題（3 つの窓）が潜んでいないか確認してもらい、それ

に対する具体的な対応策や支援策を紹介する「中小企業・小規模事業者人材活用ガ

イドライン」を取りまとめました。 

   また、経営課題に基づき、計画的に数年後を見据えた人材の採用・育成・活用に取

り組み、一定の成果を上げた事例を事例集として取りまとめました5。 

 

当ガイドラインでは、課題の見直し・確認、人材戦略の検討、人材戦略の実行の 3 つの

ステップや、ガイドラインの活用のポイントを記載している。さらに、事例集を載せるこ

とで、他社の成功事例を基に進めることができる。 

 4 つ目は、経済産業省、中小企業庁、独立行政法人中小企業基盤整備機構による「事業

再構築補助金」である。この補助金制度は、新型コロナウイルスによって、長期的な影響

を受けている事業者やポストコロナの中で、事業再構築を行う事業者の支援を行うこと

で、日本経済の構造転換を促進することを目的とした、中小企業の支援制度である6。 

 5 つ目は、厚生労働省の「キャリアアップ助成金」である。これは、「有期雇用労働者、

短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用の労働者（以下、『有期雇用労働者

等』という。）の企業内でのキャリアアップを促進するため、正社員化、処遇改善の取組を

実施した事業主に対して助成7」することを目的とした助成金である。 

 6つ目は、全国商工会連合会の「小規模事業者持続化補助金」である。これは、「小規
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模事業者が自社の経営を見直し、自らが持続的な経営に向けた経営計画を作成した上で行

う販路開拓や生産性向上の取組を支援する8」ものである。 

 上記で挙げた 6 つの制度の他にも、人的資本に関する助成金・補助金、ガイドラインは

多数存在する（資料Ⅰ）。 

 本節では、日本国内の人的資本経営に関する助成金・補助金、ガイドラインを挙げてき

た。調査していく中で、気づきと疑問点が生まれた。まずは、調査していく中での気づき

について述べていく。ここで得た気づきとは、助成金・補助金、ガイドライン等の事例は

掲載されているが、実際の利用数や利用率、利用後の変化などを数値化し、情報開示をし

ていない場合が多くあった。厚生労働省の「人材開発支援助成金」に関しては、2024 年に

愛知労働局訓練課がコースごとに活用状況を数値化して情報開示をしている。また、厚生

労働省の平成 29年度の「能力開発基本調査」では、「キャリアアップ助成金（人材育成コ

ース）」の利用状況の数値化、それを踏まえたうえで利用しない理由について調査を行って

いた。しかし、これら以外の活用状況については、活用事例のみが大半であった。 

 疑問点としては、多くの助成金・補助金や制度、ガイドラインが存在するにもかかわら

ず、日本企業の人的資本経営に課題が残っているのかという点である。第 3章で扱った調

査より、「リソースの不足」「企業規模による実現困難性」という課題があると指摘したが、

もし日本国内の企業が、上記で挙げた助成金・補助金、ガイドラインを積極的に活用して

いたならば、少なくとも「リソースの不足」「企業規模による実現困難性」は解決できたの

ではないかと考える。ここから推測できることとしては、「人的資本経営」に対する認識が

不足しており、日本国内にある助成金・補助金、ガイドライン等の存在を知らないという

ことや、実際に申請する際の条件に満たしていないことが考えられる。さらに、人的資本

経営に関する制度を扱う機関が、幅広く、自社にとって必要な対策と利用するべき制度が

リンクしていないという可能性もあると考えた。こういった現状を理解し、解決するため

には、政府間の連携と「人的資本経営」の認知拡大が重要であり、情報の透明性を上げて

いくことが必要であるだろう。 

 

第 2節 社内での取り組み 

 第 2節では、「2．従業員エンゲージメント」「3．HR テックの活用」について扱う。従業

員エンゲージメントを高めていくことによって、組織内の価値観の差を理解し、所属する

企業自体の戦略や方針への意識向上や、離職率の減少や収益率の向上が「リソースの不足」

「企業規模による実現困難性」の解決への期待が高まることが考えられる。HR テックを

適切に利用することで、採用や教育などをより効果的に実行することができ、前述の課題

を解決することができると推測する。本節では、定義の見直しや国内の動向を踏まえ、論

じることとする。 

 

（1)従業員エンゲージメントの定義と国内の動向 

 まず、従業員エンゲージメントの定義について考えていく。柴田（2018）は、従業員エ

ンゲージメントについて次のように述べている。 

 

   社員エンゲージメントをごく簡単にいうと、「自分が所属する組織と、自分の仕事に
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熱意をもって自発的に貢献しようとする社員の意欲」である。かつて日本で流行し

た、社員満足度という考え方とは 180度異なり、似て非なるものだ。（5 ページ） 

 

 さらに、井口（2020）は、多くの先行研究を踏まえた上で、「従業員が気持ちと行動の面

において組織に意欲的に貢献している状態」（20 ページ）と定義している。つまり、従業

員エンゲージメントとは、所属する組織の中で、意欲を持って主体性を持って組織に貢献

する状態を指す。経済産業省が 2020 年に公表した「持続的な企業価値の向上と人的資本に

関する研究会報告書～人材版伊藤レポート～」では、ウィリス・タワーズワトソン（2019）
9を参考にし、「『企業が目指す姿や方向性を、従業員が理解・共感し、その達成に向けて自

発的に貢献しようという意識をもっていること』」（14 ページ）と定義している。また、保

田・佐々木（2024）は「2023 年 3 月期の TOPIX500 企業の有価証券報告書をみると、エン

ゲージメントについて『会社のパーパスに共感』『従業員と会社が対等で、価値を提供しあ

う関係』『仕事に対する活力・熱意と組織に対する愛着・帰属意識』といった定義がみられ

た」（179 ページ）と述べている。本論文では、柴田(2018)の「『自分が所属する組織と、自

分の仕事に熱意をもって自発的に貢献しようとする社員の意欲』」（5 ページ）を定義とし

て扱うこととする。 

 経済産業省（2022）によると、日本の従業員エンゲージメントは、世界全体で見たとき

に、最低水準であることが明らかとなっている（図表４－２）。 

 

図表４－２ 従業員エンゲージメントの国際比較 

 

出所：経済産業省（2022）p.33 より。 

 

 さらに、勤務継続意欲も他国と比較すると低いことが明らかになっているが、転職や起

業の意欲も少ないという現状である。（経済産業省 2022、34,35 ページ参照） 

 柴田（2018）は、従業員エンゲージメントの高低に影響する要素をドライバーと呼称し、

具体的には、「戦略・方向性」「業績管理」「リーダーシップ」「品質・顧客志向」「個人の尊

重」「成長の機会」「報酬・福利厚生」「業績管理」「権限・裁量」「リソース」「教育・研修」

「協力体制」「業務プロセス・組織体制」を挙げている（42,43ページ参照）。 



32 

 

 従業員エンゲージメントの実例として、厚生労働省は事例をいくつか紹介している10。こ

こでは、その事例集から抜粋して 4つの企業の取り組みを紹介する。創業 110年を超える

老舗企業である株式会社福井では、離職者が減らず、社員数の増加に繋がらなかったとこ

ろ、社長がエンゲージメント調査や定期面談を導入したことで、社員の声を聞いたうえで

改善を重ね、人材の定着や管理職の一体感、社内の雰囲気などの変化をもたらす結果とな

った。株式会社丸井グループでは、中期経営計画において、KPI を設定した上で各事業の

取り組みに落とし込み、社員のエンゲージメントだけではなく、関わるステイクホルダー

の利益と幸福を拡大させることが Well-being 経営だと明記し、評価制度を刷新したこと

で、Well-being指標を大きく向上させることができたという。他にも、株式会社ハンナで

は、採用時に価値観のすり合わせや確認、入社後の経営層との定期的な面談を実施するこ

とで、社員の働きがい向上や多くの入社希望者を招いているという。株式会社サイバーエ

ージェントでは、個人の思いや各部署の状況を把握するため、毎月アンケートを実施して

いる。そのアンケートを踏まえ、人事部が気になった社員に対しては、必要な人事異動を

行うこともあるという。 

 

(2)従業員エンゲージメントを高めるために 

 （1）で見てきた現状を踏まえ、日本企業で従業員エンゲージメントを高めていくにはど

うすれば良いのか。柴田（2018）は、ミドルマネジメントが重要であると述べる。理職の

存在が、社員にどのくらい影響しているのかを明らかにするために、調査を実施したとこ

ろ、上司である管理職が上手く振舞えば、部下のエンゲージメントは上がり、対して拙い

接し方をすれば、エンゲージメントは低下するという結果となった（137,139 ページ参照）。

これらの結果を踏まえ、中間管理職に関する項目を 4 つ提示しており、以下がその項目で

ある。 

 

   【中間管理職に関係する項目の 4類型】 

   ①組織のビジョンや戦略的決定についての説明と共有 

   ②キャリア開発や能力開発の指導 

③仕事に対するフィードバック 

④情緒的なケア 

   （柴田 2018、139 ページ） 

 

この 4つの項目の中でも、①②と③④では、管理職が実行する上でのハードルが異なる。

③④は、行動を起こすこと、教本などを用いてスキルを習得することで向上が期待される

が、①②は、それらに加えて部下一人ひとりに関心と意識を持ち、寄り添っていくことが

必要になると述べる（146 ページ参照）。中でも、①組織のビジョンや戦略的決定について

の説明と共有については、抽象度が高いため、難しく、解釈にも個人差が生まれるとして

いる。柴田(2018)は、ある会社が新しく中期経営計画のサイクルを迎え、新たな長期ビジ

ョンと経営計画を策定した際に、階層や職種、年齢などの切り口で、社員にどのくらい浸

透しているか、どのように受け止めているか調査を行ったという（147 ページ参照）この

調査によって、「(1)立場によって感度が異なる、(2)社員によって興味を持つ内容が異なる」
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（147 ページ）ということが明らかになった。 

 実際に、篠木（2018）の経営理念と従業員エンゲージメントの関係を調査した研究によ

ると、以下のような結果が得られた。 

 

   ・「『経営理念への共感』が『Organaization Engagement11』に対して正の影響を与え

るという結果から、組織成員は経営理念に対して共感することで、組織所属する

ことに対してポジティブな態度を形成し、組織とのつながりを感じるという知見

が得られた」（20 ページ） 

   ・「『経営理念への共感』は『Organaization Engagement』を間接効果として『Job 

Engagement12』に正の影響を与えるについては支持という結果となった。直接的な

効果は認められず、間接的な影響が認められたことから、組織成員は経営理念に

対して共感することで自らと組織とのつながりを強く感じ、仕事に対して熱中・

没頭した状態になるという知見が得られた。これは、経営理念への共感によって

組織に対するポジティブな態度が形成され、組織と自らを同一化することで経営

理念の中に含まれる組織の存在意義や将来への方向性を自らの存在意義として認

識するのではと推察した」（20 ページ） 

 

つまり、経営理念への共感は、従業員エンゲージメントに正の影響を与えることが明ら

かである。他にも、井口(2020)の研究結果として、若手従業員のエンゲージメントレベル

が、入社前期間における情報不足と関係している可能性を示唆している（25 ページ参照）。

このような研究結果や考察を踏まえると、日本企業で従業員エンゲージメントを高めてい

くには、中間管理職の適切なリーダーシップが重要であり、中でも個人に合わせた「組織

のビジョン共有」「キャリア開発指導」が従業員エンゲージメント向上の鍵になることが明

らかとなった。国内の事例を見ても、社長や経営層が積極的にエンゲージメント向上に向

けた行動をすることで、結果的に従業員エンゲージメントの向上を招いていると考える。

そのため、従業員エンゲージメントが海外と比較して低い日本では、まず経営層が主体的

に動くことが重要になるだろう。 

 

第 3節 HRテックの活用 

 HRテックとは、「人的資源を意味する HR（Human Resource：ヒューマンリソース）に適

用するテクノロジーのこと」（岩本 2017、3 ページ）を指す。第 3章でも挙げたが、具体的

な方法としては、採用や配置、エンゲージメント、採用領域、勤怠・安全管理など、幅広

く存在する（倉重 2023、17 ページ）。本論文では、岩本（2017）の定義を基に考えていく。 

大湾（2020）は、2016 年にはじまった働き方改革の動きの中で HR テックへの期待は高

まったとし、しかし、新しいテクノロジーやデータを活用するためには、適切なインフラ

と組織能力が求められてくると述べている（268 ページ参照）。そして、人事データ活用に

取り組むためには、以下の 3つの要素が必要であると言及している。 

 

   ①ドメイン知識：自社の事業領域に対する深い理解、および社員の生産性決定要因

を考えるロジック 
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   ②データ収集：業務上不可欠なものだけでなく、生産性への施策の影響を評価する

上で有用なデータを一元的・継続的に収集・管理・保存する仕組み 

   ③統計学/機械学習：因果関係を明らかにするのか、予測を行うのか、目的に応じて

使い分けることができ、バイアスの可能性を判断できる程度の統計学や機械学習の

知識や分析経験 

（大湾 2020、269 ページ） 

つまり、HRテック領域では、データの収集や分析だけではなく、それらを活用できる環

境や人材がいることで適切な効果を発揮できるということである。 

 日本の国内の動向について、デロイトトーマツミック経済研究所の調査によると以下の

ような結果が得られている。 

 

図表４－３ HRTech クラウド市場の実態と展望13 

・人事 DXで注目を集める HRTech 市場 4 分野を調査。 

・各分野ごとにプレイヤー動向/市場シェアを分析。 

・詳細調査を主要参入ベンダー47 社に実施。 

・8 業種別/6 従業員規模別シェア調査。 

 

【採用管理クラウド】履歴書、応募者の選考状況、絞込、評価データの管理、応募者と

のやり取り、通知などを一元管理するクラウドシステム 

【人事・配置クラウド】従業員の氏名、性別、住所などから昇格、退職などの一連の人

事情報に加え、適性や評価、人材配置などを管理・活用するクラウドシステム 

【労務管理クラウド】従業員が円滑に働くための環境整備の一環として、煩雑な勤怠・

入退社管理、社会保険や労働保険等の手続、健康診断の企画・運用などを自動化するク

ラウドシステム 

【育成・定着クラウド】企業において従業員の業務習熟度や育成課題に応じた研修メニ

ューの提供や、コミュニケーションツールの活用により仕事や組織に対する満足度の向

上を図るクラウドシステム 

 

・調査 4 分野を合計した HRTech クラウド市場は、2022 年度前年比と 136,9％の 804 億

円、2023 年度同 137.7％の 1,108 億円の見込み。2024 年度は同 130.1％の 1,442 億円と、

引き続き 30％増以上の成長を予想。 

・人事・配置クラウドや育成・定着クラウド市場では、人的資本経営の対応及びタレン

トマネジメント需要の拡大により、大手企業中心にシステム導入の検討が加速。 

・HRTechクラウド市場は 2023～2027 年度まで年平均 31.8％で成長を続け、2027 年度に

は 3,200 億円市場と予測。 

 

HRTech クラウド市場 4 分野別市場規模推移図 
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出所：デロイトトーマツ経済研究所より。 

 

図表４－３より、HR テック市場は成長段階であることが明らかである。 

 さらに、国内では、2015 年に活動を開始した「HR テクノロジーコンソーシアム」が存

在する。ここでは、「HR テクノロジー活用と人的資本情報開示の普及のため、法人・個人

会員と政・学・官のオープンな連携、業種業態を超えて中立的でオープンなディスカッシ

ョン等を行って14」おり、「日本企業が世界で戦うために極めて重要となる HR テクノロジ

ー及び人的資本マネジメント関連市場の成長・底上げに直結する『非営利』だからこそで

きる活動を推進15」している。また、2016 年から「HR テクノロジー大賞」を開催しており、

現在は産業技術総合研究所、情報処理推進機構、中小企業基盤整備機構、株式会社ビジネ

スパブリッシング、一般社団法人 HR テクノロジーコンソーシアム（HTR）、一般社団法人

人的資本と企業価値向上研究会、HR 総研（ProFuture株式会社）を後援として、日本の HR

テクノロジー、人事ビックデータ（アナリティクス）の優秀な取り組みやサービスを表彰

することで、分野の進展を目的としている16。 

 倉重（2023）は HR テクノロジーの有用性について、現状を把握することに加え、将来

予測ができるという点に価値があると考えている（29 ページ参照）。さらに、大湾（2020）

は、HR テクノロジーを活用する上で、PDCA サイクルは重要であるが、現在の企業の中で

実際に PDCA の C（Check）や A（Act）は可能であるかが不明確であると指摘している

（273,274ページ参照）。佐村・中村（2020）が行った調査によると、組織分析サービスの

利用状況としては、「現在利用中」と回答した企業が 21.2％、「過去に利用」と回答した企

業が 9.2％、「利用を検討中」と回答した企業が、33.2％という結果となった（45ページ参

照）。さらに、導入や運営上の課題として「『分析結果を活用した改善アクションの検討が

難しい』（36.6％）、『分析結果を活用した改善アクションの実施が難しい』（33.5％）、『分析

に稼働がかかる』（28.4％）」（47ページ）という結果が得られた。他にも、「費用が高い」

（24.7％）が指摘されている（47ページ参照）。 

 国内の動向を見ていくと、HR テックは年々市場を拡大していることが明らかになり、

日本国内でも多岐に渡るツールが存在することが明らかとなった。しかし、HR テックの

活用においては、データを収集し分析するだけでは、その効果を正確に実感することが難

しく、適切な情報の活用において、活用に適した環境や人材が必要不可欠であることが考

えられる。また、HR テクノロジーの導入上の課題として、分析データを活用した上でのア

クションの検討・実行が困難であることや、費用が高いという意見もあった。こういった

現状を踏まえると、HR テックを活用するための人材や環境が必要であり、現段階では日
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本企業での効果的な活用は難しいと推測することができる。岩本（2017）は、デジタルリ

ーダーが日本企業で HR テックを活用するためには必要であると言及している（160 ペー

ジ参照）。今後、HR テックの市場は拡大していくことが予測されており、それに対しての

人材や環境整備が追いついていない現状については、喫緊の課題であると考える。 

 
1 厚生労働省「人材開発支援助成金」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_

roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html （最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
2 厚生労働省「人材開発支援助成金」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_

roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html （最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
3 厚生労働省「業務改善助成金」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roud

ou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引

用。 
4 厚生労働省「業務改善助成金」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roud

ou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）参照。 
5 中小企業庁「『中小企業・小規模事業者人材活用ガイドライン』及び事例集を公表しま

す」https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/koyou/hitodebusoku/guideline.html（最終閲覧日：202

4 年 12 月 12 日）より引用。 
6 経済産業省、中小企業庁、独立行政法人中小企業基盤整備機構「事業再構築補助金」

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/saikouchiku.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）参照。 
7 厚生労働省「キャリアアップ助成金」https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyo

u_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
8 全国商工連合会「小規模事業者持続化補助金」https://r3.jizokukahojokin.info/（最終閲覧

日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
9 ウィリス・タワーズワトソン「エンゲージメント：back to basics!～この 10 年間、従

業員意識調査の焦点はなぜ「エンゲージメント」なのか？～」（2019 年 10 月） 
10 厚生労働省「ワークエンゲージメント向上取組事例｜働き方・休み方改善ポータルサ

イト」https://work-holiday.mhlw.go.jp/case/index.php?action_kouhyou_caseadvanced_workengag

ement=true (最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日)参照。 
11 「Organaization Engagement」が高い状態とは、従業員が所属組織に対してポジティブ

な態度を示すことや、組織への所属によって精神的に活気づけられている状態を指す。

（篠木開 2018、7 ページ参照） 
12 「Job Engagement」が高い状態とは、従業員が自身の仕事に対して、強い集中・没頭状

態であることや、仕事との結びつきを感じている状態を指す。（篠木開 2018、7 ページ参

照） 
13 デロイトトーマツミック経済研究所「HRTechクラウド市場の実態と展望 2023年度

版」https://mic-r.co.jp/mr/03030/（最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日）より引用。 
14 HR Technologies「About」https://hr-technology.or.jp/about2/ (最終閲覧日：2024 年 12 月 12

日)より引用。 
15 HR Technologies「About」https://hr-technology.or.jp/about2/ (最終閲覧日：2024 年 12 月 12

日)より引用。 
16 HR プロ「第 9 回 HR テクノロジー大賞」https://www.hrpro.co.jp/award/technology/ 

(最終閲覧日：2024 年 12 月 12 日)参照。 
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第 5章 日本の人的資本経営に有効性を持たせるためには 

第 1節 政府間の連携と認知拡大 

最後に、本論文のまとめとして、日本の人的資本経営に有効性を持たせるためにはどう

いった対策や取り組みが必要なのかを第 1 章から第 4 章までの調査や考察を参考にして論

じていくこととする。本論文では、「日本企業が持続可能な人的資本経営の推進に向けて必

要な取り組みとは」という問題提起を立てた。これまでの調査や考察を踏まえると、日本

企業が人的資本経営を推進していく上で必要なことは「政府間の連携と認知拡大」である

と結論づけたい。 

第 1 章では、持続可能な社会における企業経営の定義や、人材投資の重要性について述

べた。内閣官房（2022）の調査によると、日本の上場企業の CFO企業が、価値に大きな影

響を与えると考えるサステナビリティ関連課題は「人的資本の開発・活用」であるという

結果となっており、投資家に向けたアンケートでも、中長期的な投資・財務戦略において

着目する情報としては、「人材投資」が最も高い割合を示したことが明らかとなった。つま

り、企業や投資家にとって、人材が資本として重要性を高めていることが推測できた。 

第 2 章では、人的資本経営について、人的資本の定義や過去の議論を踏まえ、海外や国

内の動向を調査してきた。さらに、その中でも「人材版伊藤レポート」に着目し、その特

徴や活用における注意点について述べた。人的資本の定義については、さまざまな解釈が

あり、明確な定義はされていないため、今回はミクロ・レベル、マクロ・レベルの視点が

含まれている内閣官房非財務情報可視化研究会の定義を引用した。国内外の動向としては、

ビジネスにおける人権という観点を含めて調査し、ビジネスにおける人権や人的資本につ

いて改訂が繰り返されていることや、人的資本に関する情報開示の重要性が高まっている

ことが明らかになった。そして、人権問題、人的資本に対する姿勢が海外と比較してかな

り遅れを取っており、日本の人的資本経営に対する取り組みが実効性を持っていない現状

があった。つまり、企業が持続可能な経営を行う上で、関わるステイクホルダーにとって

「人的資本」に関する情報は需要を高めており、企業価値を測る・向上させるためにも人

的資本経営は求められていると考察した。 

さらに、「人材版伊藤レポート」は、日本企業における人的資本経営を進めていく上で網

羅的かつ簡潔であり、合理的・理想的なレポートとなっていると述べた。しかし、「人材版

伊藤レポート」は、理念的であることや大企業を対象とした報告となっているといった意

見もあった。つまり、人材版伊藤レポートで明記されていることを日本の全ての企業に当

てはめようとすることは不可能である、鵜呑みにするのではなく、自社の規模や環境によ

って適切に活用していくことが必要であると述べた。 

第 3 章では、経済産業省の「人的資本経営に関する調査 集計結果（2022）」を見てきた。

その調査結果から人的資本経営を具体的に実行に移す上での課題であることとして、「リ

ソースの不足」「企業規模による実現困難性」が考えられた。これに対する解決策として、

1．政府による支援制度を活用する、2．従業員エンゲージメント、3．HR テックの活用を

提示した。 

第 4 章では、第 3 章で提示した 3 つの解決策によって期待できる効果について論じ、日

本企業に導入していくために必要なことや課題について考察した。「1．政府による支援制

度を活用する」では、多くの制度があるにも関わらず、人的資本経営の課題は解決に繋が
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ってないことに対して疑問を持ち、考察した結果、制度の利用率や件数などを情報開示し

ていないことや各機関がそれぞれの制度を管理しているため、そもそも制度自体の認知が

できていないことや、自社にとって必要な対策と利用するべき制度が分からず、うまく機

能していない可能性があると考えた。 

「2．従業員エンゲージメント」では、中間管理職の適切なリーダーシップが、従業員エ

ンゲージメント向上の鍵になることが明らかとなった。国内の事例を見ても、社長や経営

層が積極的にエンゲージメント向上に向けた行動をすることで、結果的に従業員エンゲー

ジメントの向上を招いていることが考えられ、海外と比較してエンゲージメントが低い日

本では、経営層の主体的な行動が求められていると推測した。 

「3．HR テックの活用」では、市場の拡大が予測されているが、その拡大スピードに対

して、HR テックを活用するための人材や環境が不足している現状が挙げられた。 

第 1 章から第 4 章までを振り返り、改めて「政府間の連携と認知拡大」について考えて

いく。政府側は、人的資本経営を実行に移したい企業に対して、現状の数値化と情報開示

を行うことで、制度利用の障壁をなくすことができると考えた。さらに、多くの制度が存

在するが、どの機関がどのような制度を行っているかが分かりにくい現状があったため、

政府間で連携することで、情報を整理し、企業側が分かりやすい仕組みづくりが必要にな

ると考えた。そして、何よりも「人的資本経営」の重要性の認知拡大の取り組みを実施す

ることで、政府の制度利用、従業員エンゲージメント向上への取り組み、HR テックの活用

につなげることができると推測する。 

 また、日本企業が「人的資本経営」を推進していくために、「政府間の連携や認知拡

大」よりも重要なことがあると考える。それは、「人的資本経営」を推進していくための

「人材育成」だ。特に、「人材版伊藤レポート」のような合理的かつ理想的な人材戦略を

進めていくには、そのための「人材育成」が喫緊の課題であろう。 

 

第 2節 本論文の課題 

 本論文の課題としては、人材という概念についてどこまで扱うべきなのか曖昧であった

と考える。「人的資本経営」というテーマを扱う上で、人材戦略、人材育成、人材教育、企

業経営史など幅広い研究が存在し、視点もさまざまである。それを踏まえ、自身の考えを

論じる際に、必要な情報の取捨選択に苦しんだ。比較的、「人的資本経営」に対して、幅広

い視点で考えていきたいと思ったため、本論文では、要素が点在していることで、一貫性

というものを失ってしまったのではないかと考える。しかし、多角的な視点で見ることが

できたため、「人的資本経営」について新しい視点で論じることができたのではないかと実

感している。 
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資料Ⅰ 日本国内の人材に関する制度 

・プロフェッショナル人材戦略拠点（プロフェッショナル人材事業）（内閣府） 

・地域金融機関 

・ハローワーク（厚生労働省） 

・働き方改革推進支援センター（厚生労働省） 

・外国人雇用サービスセンター（厚生労働省） 

・キャリア形成・リスキリング支援センター（厚生労働省） 

・テレワーク相談センター（厚生労働省） 

・生産性向上人材育成支援センター（独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機

構） 

・産業雇用安定センター 

・社会保険労務士 

・よろず支援拠点（中小企業庁） 

・ハンズオン支援（独立行政法人中小企業基盤整備機構） 

・中小企業大学校（独立行政法人中小企業基盤整備機構） 

・中小企業海外ビジネス人材育成塾（独立行政法人日本貿易振興機構） 

・商工会議所 

・商工会 

・中小企業団体中央会 

・中小企業診断士 

・経済産業局 

・経営デザインシート（首相官邸 知財戦略本部） 

・ローカルベンチマーク（経済産業省） 

・改訂版ダイバーシティ経営診断ツール（経済産業省） 

・ユースエール認定制度（厚生労働省） 

・くるみん認定制度（厚生労働省） 

・えるぼし認定制度（厚生労働省） 

・もにす認定制度（厚生労働省） 

・安全衛生優良企業認定制度（厚生労働省） 

・求職者等への職場情報提供に当たっての手引（厚生労働省） 

・中途採用・経験者採用に関する情報公表の取組事例（厚生労働省） 

・副業・兼業の促進に関するガイドライン（厚生労働省） 

・兼業・副業人材活用のススメ（経済産業省関東経済産業局） 

・女性の活躍・両立支援総合サイト（厚生労働省） 

・マネジメントセンター登録制度/新現役交流会（経済産業省関東経済産業局） 

・外国人労働者の人事・労務に役立つ 3 つの支援ツール（厚生労働省） 

・職場における学び・学び直し促進ガイドライン（厚生労働省） 

・マイジョブ・カード（厚生労働省） 

・スタートアップ労働条件（厚生労働省） 

・賃金引き上げ特設ページ（厚生労働省） 
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・マナビ DX（経済産業省） 

・デジタルスキル標準（DSS）（経済産業省） 

・IT パスポート（独立行政法人情報処理推進機構） 

出所：中小企業庁（2024）pp.31-34 より 
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